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「令和７年度おきなわ水産エコラベルを活用した 
ブランド化支援委託業務」 

企画提案募集要領 
 
１．募集の趣旨 

沖縄県におけるサンゴ礁性水産生物の資源量は、これまでの過剰な漁獲
や環境の悪化等により減少傾向にある。これまでの資源管理の取り組みに
よって、一部の水産生物では、資源量の増加や減少傾向の抑制が確認されて
いるが、資源管理による漁獲制限によって、漁業者の収入は短期的に減少し
てしまうことが課題となっている。 
そこで、県独自の水産エコラベル認証制度を構築し、制度と資源管理の取

り組みを広く周知するとともに、認証水産物のブランディングによって、資

源管理された水産物の付加価値向上を図る。 
 
２．委託業務の概要 
 (1) 委託業務内容 
  令和７年度おきなわ水産エコラベルを活用したブランド化支援委託業務
企画提案仕様書（以下「企画提案仕様書」という。）に記載のとおり。 

 (2) 委託期間 
  契約締結の日～令和８年３月 16日（月） 
 (3) 委託料上限 
  金 17,281,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

この金額は企画提案公募のために提示した金額であり、実際の契約金額
とは異なる。 

 
３．応募参加資格 
 次に掲げる要件をすべて満たす法人又は共同企業体（以下「コンソーシア
ム」という。）であること。 
(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項各号の規定
に該当しないこと。コンソーシアムの場合は、構成員の全てがこの要件を
満たすこと。 
※地方自治法施行令第167条の４第１項 
普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札

に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 
一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 
二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第77号）第32条第１項各号に掲げる者 
(2) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２
号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員による
不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員を
いう。以下同じ。）に該当する者でないこと及び暴力団又は暴力団員と密
接な関係を有する者でないこと。 
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(3) 単独で本業務を実施する場合は、沖縄県内に本店又は支店等（営業
所を含む）を設置している法人であること。コンソーシアムで本業務
を実施する場合には、沖縄県内に本店又は支店等を有する事業者が必
ず１社以上参加していること。 

(4) 沖縄県農林水産業及び関連産業振興に関する基本的な知識があり、沖
縄県や官公庁等行政機関で本企画提案と類似の受託実績を有している企
業・団体であること。 

(5) 別添仕様書の趣旨に則るとともに、県の施策等を十分理解し、本業務
の実施にあたって県と密接に連携できること。 

(6) 当該委託業務を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、主たる
担当者を１名以上、コンソーシアムにあたっては、それぞれ１名以上の
主たる担当者を割り当て、十分な遂行体制がとれること。 

 
４．応募方法等 

(1) 応募に係る質問 
質問がある場合は、令和７年５月９日(金)12：00までにＥメールにて

質問書【様式１】を提出することとし、申請者から電話による受信確認
をすること。 

回答は令和７年５月 13日（火）までにホームページ上に公開する。 
   なお、簡易な質問であれば電話又はメールでも受け付ける。 

 

(2) 応募書類等の提出 
ア 提出期限： 令和７年５月 23日(金)17:00（必着） 
イ 提出方法： 持参又は郵送により提出すること。 

なお、郵送の場合は、到着確認が可能な手段をとるも 
のとすること。 

 
 (3) 提出書類 
   下記資料を一連とし、片面印刷でＡ４判フラットファイルに綴って提

出すること（左綴り）。各様式の間にはインデックスで間仕切りを入れる
こと。提出部数は７セット（原本１部、コピー６部）とする。 
ア 応募申請書 ･･････････････････････････ 【様式２】 
イ 企画提案書 ･･････････････････････････ 【様式３】 
ウ 会社概要書 ･･････････････････････････ 【様式４】 
エ 積算書 ･･････････････････････････････ 【様式５】 
オ 実績書 ･･････････････････････････････ 【様式６】 
カ 誓約書 ･･････････････････････････････ 【様式７】 

キ コンソーシアム協定書･･････････････････ 【様式８】 
ク 定款及び登記事項証明書（支店登記していない場合は、 

事業開始等届出証明書） 
ケ 決算書（直近２年間） 
コ 法人税等の滞納がないことを示す資料（直近２年間） 
サ その他参考資料（必要に応じて） 
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※ コンソーシアムの場合は、【様式４】【様式６】【様式７】については

構成員ごとに作成するとともにコンソーシアム協定書【様式８】の写
しを添付すること。 

※ 沖縄県内に本店又は支店等があることを証明する書類を添付するこ
と。 

※ 【様式３】は、企画提案仕様書を参照して作成すること。書式、枚数
等については自由とするが、必ずページ番号を付すこと。内容につい
ては、審査員の理解を深めるためにも簡潔・明瞭に記載し、膨大とな
らないこと。 

※ 各様式は任意様式の提出も可能とするが、必ず様式左上に様式番号
を記入すること。 

 
５. 審査 
(1) 審査の方法 

ア 応募者が３社以下の場合は、沖縄県農林水産部水産課において一次
審査（書類審査）を行い、応募資格等要件の適合を確認したのち、適格
者全てを二次審査（プレゼンテーション審査）の対象とする。応募数が
４社以上の場合は、一次審査を行い、適格者の中から上位３社について
二次審査を行う。 

  一次審査の結果は Eメールにより通知する。 
イ 二次審査については、沖縄県農林水産部に設置する企画提案審査会に
おいてプレゼンテーション審査を行う。 
※プレゼンテーション審査に換えて書面審査を行う場合がある。変更

内容については、二次審査対象者に連絡する。 
ウ 各委員が評価した総合得点が高い方を上位として、当該業務の企画
提案採択順位を決定する。 

（今回の募集は企画提案採択順位を決定するものであり、契約を保証す
るものではない。） 

エ 審査結果については、E メールで通知するとともに、農林水産部農
林水産総務課において、閲覧による公表を行う。 

オ 審査過程において記載事項の虚偽報告や何らかの不正行為があった
と判断される場合は、選定後でも失格とする。 

 
(2) 二次審査の内容 
ア 提出した提案書に基づき説明すること 

  ※当日の追加資料の提出・配布は一切認めない。また、プロジェクター

等の使用は認めない。 
イ 審査会場への入場者は２名以内とし、各 25分間（プレゼンテーショ
ン 15分、質疑応答 10分）でプレゼンテーション審査を行う。 
※プレゼンテーションの詳細については、別途連絡を行う。 

 
(3) 審査基準 
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ア 本事業の趣旨や課題を認識し、目的に沿った提案であること。 
イ 具体的且つ現実的な提案であること。 
ウ 事業後の発展可能性を有していること。 
エ 実施スケジュール、手順、手法が妥当であること。 

   オ 事業実施に当たり、妥当な積算であること。 
カ 事業を的確に実施するために必要な実施体制（人員配置、 

対応人数）、役割分担、責任体制が明確になっているか。 
 
６．スケジュール（予定） 

令和７年  ４月 25日（金）      公募開始 
５月９ 日（金）12:00     質問締切 
５月 23日（水）17:00     企画提案締切 

５月 29日（木）（予定）   企画提案審査会 
６月上旬   （予定）    採択決定 

６月下旬    （予定）   契約 

 
７．委託企業決定後の業務執行について 

(1) 契約保証金 
   契約締結の際は、契約保証金として契約額の 100 分の 10 以上の額を、

契約締結前に納付しなければならない。ただし次に揚げるいずれかに
該当する場合はこの限りではない。 

ア 契約の相手が保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契
約を締結したとき。 

イ 契約の相手方が国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方

公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結した実績を有し、
これらのうち過去２箇年の間に履行期限が到来した二以上の契約を全
て誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認
められるとき。 

(2) 業務の実施にあたっては、県と随時実施内容を協議しながら進めてい
くものとし、提案内容すべての実施を保証するものではない。 

(3) 本実施要領に記載されていない事項が発生した場合、あるいは記載事
項に疑義が生じた場合は県と協議すること。 

 
※ 契約保証金について（抜粋） 
101 条 地方自治法施行令第 167 条の 16 第 1 項の規定による契約保証金の
率は、契約金額（長期継続契約に係る入札にあっては、当該契約金額を契
約期間の月数で除して得た額に 12 を乗じて得た額））の 100 分の 10 以上

とする。 
２ 前項の契約保証金は、次の各号のいずれかに該当すると認められるとき
は、その全部又は一部の納付を免除することができる。 
(1)契約の相手が保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約

を締結したとき。 
(2)契約の相手方から委託を受けた保険会社、銀行、農林中央金庫その他予
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算決算及び会計令（昭和 22年勅令第 165号）第 100条の３第 2号の規
定により財務大臣が指定する金融機関と工事履行保証契約を締結した
とき。 

(3) 契約の相手方が国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公
共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結した実績を有し、
これらのうち過去２箇年の間に履行期限が到来した二以上の契約を全
て誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認
められるとき。 

(4)法令に基づき延納が認められるときにおいて確実な担保が提供される
とき。 

(5)物品を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納される
とき。 

(6)随意契約を締結する場合において、契約金額が少額であり、かつ、契約
の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないとき。 

(7)国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）若しくは他の地方公共団体
と契約をするとき又は公共的団体等と随意契約（公益を目的としたも
のに限る。）を締結する場合において、契約の相手方が契約を履行しな
いこととなるおそれがないとき。 

(8)電気、ガス、水の供給若しくは公共放送等の受信等公益独占事業に係る
契約又は主務大臣が認可した契約約款に基づく契約若しくは国が指定
した相手方と契約を締結するとき。 

(9)不動産の買入れ又は不動産若しくは物品の借入若しくは交換に係る契
約を締結する場合において、契約の相手方が契約を履行しないことと
なるおそれがないとき。 

(10)県の業務に係る放送、広告、調査、研究、計算、鑑定、評価、訴訟等
を随意契約で委託する場合において、契約の相手方が契約を履行しな
いこととなるおそれがないとき。 

(11)資金を貸付ける契約、預金契約、寄与に係る契約、運送契約及び雇用
契約を締結する場合において、その性質上必要がないと認められると
き。 

(12)美術品の買入れに係る随意契約を締結する場合において、当該美術品
の事前審査から納品までの間、県がこれを保管し、契約の相手方が契約
を履行しないこととなるおそれがないとき。 

 
８．その他留意事項 

(1) 書類提出にあたっては使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨
とする。 

(2) 事業の実施にあたっては、県及び関係漁業団体等と随時実施内容を協
議しながら進めていくものとし、提案内容すべての実施を保証するも
のではない。 

(3) 提出書類の作成・提出、ヒヤリング等への出席に要する費用は応募者
の負担とし、提出書類等は返却しない。 

(4) 提出された企画提案書、審査内容及び審査経過については公表しない。 
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(5) １事業者（コンソーシアム）あたり、提案書は１件とする。 
(6) その他詳細は、企画提案仕様書のとおりとする。 

 
９．お問い合わせ、参加申込書・質問書・応募申請書提出先 

沖縄県農林水産部 水産課 栽培流通班 
      〒900-8570 那覇市泉崎１丁目２番２号 （県庁 10階） 
      電話番号：098-866-2300 
      Ｅメール：aa048305@pref.okinawa.lg.jp（沖縄県水産課代表） 
      担  当：鮫島 

mailto:aa048600@pref.okinawa.lg.jp

